
1．ﾠはじめに
2023年9月に自然関連財務情報開示タスクフォース

（T a s k f o r c e  o n  N a t u r e - r e l a t e d  F i n a n c i a l 
Disclosures、以下「TNFD」という）の最終提言が公
表された。

TNFDは、自然に関して企業が情報開示するためのフ
レームワークを開発する国際イニシアチブである。
2020年7月にUNDP（国連開発計画）、WWF（世界自
然保護基金）、UNEP FI（国連環境開発金融イニシアチ
ブ）、英国環境NGOのグローバル・キャノピーの4団体
によって設立された。設立の背景には、気候関連課題に
続き、生物多様性を含む自然環境の悪化による経済活動
への負の影響が危惧されはじめ、その対応に関する経済
界での関心の高まりがある。

TNFDの目的は、企業が事業に関する自然関連リス
ク・機会を適切に評価及び管理し、標準化されたフレー
ムワークに沿って発信することを通して、世界の資金の
流れをネイチャーポジティブに向かわせることである。
気候関連のフレームワークである気候関連財務情報開示
タスクフォース（以下「TCFD」という）をベースとし
つつ、過去4回のベータ版フレームワークに対するフィ
ードバックを反映して最終化された。自然に関する分析
のアプローチである「LEAP」や、開示推奨事項、開示
すべき指標群などが整理されたものの、分析範囲の広
さ、データ取得の難しさなどから、企業における対応は
中長期的かつ段階的なアプローチになると考えられる。
2024年1月現在、グローバルのサステナビリティ情報
開示基準としてIFRS S1（全般的要求事項）、S2（気候
関連開示）に続くS3のテーマ候補として、生物多様性・
生態系・生態系サービス（BEES）が検討されている中、
企業における対応が時間を要することを考慮すると、
TNFDのフレームワークに沿った自然関連課題への対応
が求められることになる。

2．ﾠ最終提言の概要
最終提言の主なポイントは、（1）一般要件及び開示推
奨項目、（2）LEAPアプローチとガイダンス、（3）開示指

標、（4）シナリオ分析、の４つである。以下、それぞれ
の概要を説明する。

（1）一般要件及び開示推奨項目
TNFDでは、フレームワークを適用する際にセクター

を問わず組織が考慮すべき一般的な要件として、以下の
6つが示されている。
　①マテリアリティの適用
　※ TNFDはISSB（国際サステナビリティ基準審議会）
の重要な情報（material information）の定義を
ベースラインとして使用することを推奨

　② 開示の範囲（個社あるいはグループ全体、地域な
ど）

　③ 自然関連課題の所在（組織の自然との接点に関する
地理的要因を考慮する）

　④ その他サステナビリティ関連開示との統合（気候変
動とのトレードオフなど）

　⑤考慮された時間軸（短期・中期・長期で検討する）
　⑥ 先住民族・地域社会・影響を受けるステークホルダ
ーが、組織の自然関連課題の特定と評価に関与する

TNFDにおける14の開示推奨項目は、TCFDと同様に、
4つの柱（ガバナンス、戦略、リスクと影響の管理、指
標と目標）で構成されている。11の開示推奨項目から
構成されていたTCFDから追加された項目は以下の3つ
である。（図表1）
●【ガバナンス–C】ステークホルダーに関する組織の
人権方針及びエンゲージメント、またその監督に関す
る説明

●【戦略–D】バリューチェーン上の優先地域（priority 
locations、重要な地域と影響を受けやすい地域）の
説明

●【リスクと影響の管理–A．（ⅱ）】バリューチェーン
上流・下流における自然への依存と影響、リスクと機
会の特定・評価・優先順位付けしたプロセス
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【図表1】　TNFDの開示推奨項目1

要求項目 ガバナンス 戦略 リスクと影響の管理 指標と目標

概要

自然関連の依存と影響、
リスク・機会に係る組織
のガバナンスを開示する

自然関連のリスクと機会
が、組織の事業・戦略・
財務計画に与える重要な
影響を開示する

組織が自然関連の依存と
影響、リスク・機会をど
のようなプロセスで特定・
評価・優先順位付けとモ
ニタリングしているかを
開示する

自然関連の依存と影響、
リスク・機会を評価・管
理する際に使用する指標
と目標を開示する

推奨される
開示内容

A．自然関連の依存と影響、
リスク・機会についての
取締役会による監視体制
の説明をする

A．組織が特定した、短
期・中期・長期の自然関
連の依存と影響、リスク・
機会を説明する

A．（i）直接操業における
自然関連の依存度・影響、
リスク・機会を特定・優
先順位付けするための組
織のプロセスを説明する

A．組織が、自らの戦略と
リスク管理プロセスに即
し、自然関連のリスクと
機会を評価・管理する際
に用いる指標を開示する

B．自然関連の依存と影響、
リスク・機会を評価・管
理する上での経営者の役
割を説明する

B．自然関連の依存と影響、
リスク・機会が組織の事
業・戦略・バリューチェ
ーン・財務計画に及ぼす
影響及び検討されている
移行計画や分析を説明す
る

A．（ii）バリューチェーン
の上流・下流における自
然関連の依存と影響、リ
スク・機会を特定・優先
順位付けするための組織
のプロセスを説明する

B．組織が自然への依存と
影響を評価・管理する際
に用いる指標を開示する

C．自然関連の依存と影響、
リスク・機会に対する組
織の評価と対応において、
先住民、地域社会、影響
を受けるその他の利害関
係者に関する組織の人権
方針と活動及び取締役会
と経営陣による監督につ
いて説明する

C．様々な自然関連シナリ
オを考慮しながら、組織
の戦略のレジリエンスに
ついて説明する

B．自然関連の依存・影響、
リスク・機会を管理する
ための組織のプロセスを
説明する

C．組織が自然関連の依存
と影響、リスク・機会を
管理するために用いる目
標及び目標に対する実績
について説明する

D．優先地域にある組織の
直接操業に関する資産や
事業活動、また可能であ
ればバリューチェーンの
上流・下流を開示する

C．自然関連の依存度・影
響、リスク・機会を識別・
評価・管理するプロセス
が組織の統合的リスク管
理においてどのように統
合され、そのプロセスに
おいて考慮されているか
説明する

※網がけはTCFDから追加された項目

1　Recommendations of the Taskforce on Nature-related Financial Disclosures（2023年9月）

（2）LEAPアプローチとガイダンス
TNFDでは、自然への影響と依存、リスク及び機会の
評価において活用できるLEAPアプローチが提案されて
いる。LEAPとは、Locate（自然との接点の発見）、
Evaluate（依存と影響の診断）、Assess（重要リスク・

機会の評価）、Prepare（対応と報告への準備）の頭文
字をとったものである。この自然に関する統合的なアプ
ローチに沿って分析を進めることで、TNFDの開示推奨
項目に対応した情報も一定は整理される（図表2）。
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【図表2】　LEAPアプローチの概要2

LEAPアプローチ

Scoping
スコーピング

仮説を立てる
自然に関連する依存と影響、リスクと機会がありそうな組織の活動は何か？

ゴール設定とリソース調整
組織内の能力、スキル、データの現状とゴールを考慮すると、評価を実施するために必要
/使えるリソース（予算、人、データ、時間）はどの程度か？

ゴールとスケジュールを明確化し、潜在的な自然関連の依存と影響、リスクと機会についての仮説を立てるために、社内外のデータと参照ソースを事前に把握する。

L ocate　自然との接点の発見 E valuate　依存と影響の診断

先住民族・地域社会・影響を受けるステークホルダーとのエンゲージメント、シナリオ分析、見直しと繰り返し

A ssess　重要リスク・機会の評価 P repare　対応･報告への準備
戦略とリソース配分
P1 戦略とリソース配分
この分析の結果、下すべき戦略とリソー
ス配分の決定は何か？

P2 パフォーマンス測定
どのように目標を設定し進捗度を定義・
測定するのか？ 

開示アクション
P3 報告
TNFD開示提案に沿って、何を開示する
のか？

P4 公表
自然に関する開示はどこで、どのように
提示するのか？ 

A1 リスクと機会の特定
自社のビジネスにとって、どのようなリ
スクと機会があるか？

A2 既存のリスク軽減策とリスク・機会
の管理方法の改善
既存のリスク軽減及びリスク・機会管
理アプローチは何か？リスク・機会管
理プロセスに自然に関連する要素（リス
ク分類、リスク一覧、リスク許容基準な
ど）が含まれているか？

A3 リスクと機会の測定と優先順位付け
優先すべきリスクと機会は何か？

A4 リスクと機会のマテリアリティ評価
どのリスクや機会が重要で、TNFD 提言
に沿って開示する必要があるか？

E1 関連する自然資本と生態系サービ
ス、インパクトドライバーの特定
各優先地域で行われている自社のビジ
ネスプロセスと活動は何か？各優先地
域でどの自然資本と生態系サービスに
依存あるいは影響しており、インパクト
ドライバーは何か？

E2 依存と影響の特定
各優先地域において、自社の事業全体に
関わる自然関連の依存や影響は何か？

E3 依存の分析
各優先地域における自然への依存の規
模・程度はどのくらいか？また、事業が
自然に与えるマイナス影響の深刻さ、ポ
ジティブ影響の規模・範囲はどの程度
か?

E4 インパクトマテリアリティの評価
事業に関わる影響のうち、重要なものは
どれか？

L1 ビジネスモデルとバリューチェーン
の確認
自社の各事業セクターのバリューチェ
ーンにおける活動は何か？直接操業す
る拠点はどこにあるのか？

L2 依存と影響のスクリーニング
これらセクター、バリューチェーン、直
接操業の中で、自然への依存と影響が高
く関連性が深い事業活動は何か？

L3 自然との接点
これら自然への依存と影響が高く関連
性が深い事業活動はどこで行われてい
るか？これらの事業活動との接点があ
るバイオームや生態系は何か？

L4 優先地域の特定
依存と影響の高い事業とバリューチェ
ーンにおけるどの事業活動が、重要性の
高い/脆弱な生態系のある地域で行われ
ているか？また、これらの地域に立地す
る直接的な事業活動は何か？

2　Recommendations of the Taskforce on Nature-related Financial Disclosures（2023年9月）

（3）開示指標
TNFDでは、開示が必要な指標として「コアグローバ
ル指標」と「コアセクター指標」、開示が推奨される指
標として「追加指標」が整理されている。
最終提言では、「コアグローバル指標」について、自
然への依存と影響に関する9つの指標と自然関連のリス
ク・機会に関する5つの指標の計14の指標に整理された

（図表3）。また、「コアグローバル指標」は原則すべて
の項目を開示することが求められており、開示できない
場合はその理由を説明すべきとしている。一方で、直ち
にすべての指標について開示することが期待されている
わけではないため、まずは開示可能な範囲での対応が想
定される。
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【図表3】　コアグローバル指標の一覧（セクター共通）3

依存・影響に関するコア開示指標 リスク・機会に関するコア開示指標
番号 指標 概要 番号 指標
C1.0 土地利用フッ

トプリント
組織が管理する総面積（km²）、総改変面積
（km²）、総復元・再生面積（km²）

C7.0 自然関連の移行リスクに対して脆弱であ
ると評価される資産、負債、収益及び費
用の価値 （合計及び合計に対する割合）

C1.1 陸・淡水・海
洋利用の変化

・ 土地/淡水/海洋生態系の利用変化の範囲
（km²）：生態系と事業活動の種類、陸上/淡水
/海洋生態系の保全又は再生の範囲（km²）

・ 持続可能に管理されている陸・淡水・海洋生
態系の範囲（km²）、生態系の種類、事業活動
の種類

C7.1 自然関連の物理的リスクに対して脆弱で
あると評価される資産、負債、収益及び
費用の価値（合計及び合計に対する割合）

C2.0 種類別に土壌
に放出された
総汚染物質

汚染物質の種類（トン）に関する分野別ガイダ
ンスを参照して、種類別に土壌に放出された総
汚染物質

C7.2 負の自然関連の影響によるその年の重要
な罰金/罰金/訴訟措置の説明と金額

C2.1 排水量と排水
中の主要汚染
物質濃度

汚染物質の種類に関する分野別ガイダンスを参
考に、種類別に排出された排水中の主要な汚染
物質の排出量（合計、淡水、その他）（立方メ
ートル又は同等）と濃度

C7.3 政府又は規制当局のグリーン投資タクソ
ノミー、第3者産業もしくはNGOタクソ
ノミーを参照して、機会の種類別に自然
関連の機会に向けて展開された資本支
出、資金調達又は投資の価値。

C2.2 有害廃棄物の
総発生量

分野別の廃棄物の種類に関するガイダンスを参
照した、種類別の有害廃棄物の総発生量（トン）

C7.4 自然への明らかなプラスの影響をもたら
す製品とサービスからの収入の増加と割
合と影響の説明

C2.3 プラスチック
汚染

使用又は販売されたプラスチック（ポリマー、
耐久消費財、包装材）の総重量（トン）を原料
含有量に分解して測定したプラスチックフット
プリント

C2.4 非GHG大気汚
染物質総量

種類別の非GHG大気汚染物質の総量：
1．粒子状物質（PM 2．5及び/又はPM10）（トン）
2．窒素酸化物（NO 2、NO及びNO 3）（トン）
3．揮発性有機化合物（VOC又はNMVOC）（トン）
4．硫黄酸化物（SO 2、SO、SO 3、SOX）
5．アンモニア（NH3）（トン）

C3.0 水ストレス地
域からの取水
と消費

水ストレス地域からの総取水量及び総消費量 
（立方メートル又は同等量）

C3.1 陸・海・淡水
由来のリスク
の高い天然物
の量

商品の種類に関する分野別ガイダンスを参考
に、陸・海・淡水から調達される高リスクの天
然商品の量を種類別に分けたもの（絶対値（ト
ン）、全体に占める割合（前年比））

3　Recommendations of the Taskforce on Nature-related Financial Disclosures（2023年9月）

（4）シナリオ分析
開示推奨項目の【戦略-C】では、シナリオ分析に関
して、「自然関連のリスクや機会に対する組織戦略のレ
ジリエンスを説明する際には、さまざまなシナリオを検
討する」ことが求められている。最終提言では、TCFD
のシナリオ分析ガイダンスを元にシナリオ分析に関する
ガイダンスが示され、気候変動と自然を統合的に考える
ことができるようにされている。

TNFDは、物理的リスクと移行リスクに密接に関連す
る2軸のアプローチを利用したシナリオを考案するこ
と、そして初期の演習として、専門家との参加型ワーク
ショップを開催することからのスタートを推奨してい
る。シナリオ分析のガイダンスでは、この演習を実施す

るための段階的なアプローチが示されている。なお、最
終提言（v1.0）の時点では、既存の気候シナリオに匹
敵するような定量的なシナリオは開発中となっている。
ネイチャーポジティブに関する国際目標である昆明・モ
ントリオール生物多様性枠組（Global Biodiversity 
Framework）で採択されたターゲットとシナリオとの
統合は、まだ初期段階とされている。
また、TNFDは今後の対応として、気候変動リスクな

どに係るNGFS（金融当局ネットワーク）や他のパート
ナーと協力し、より高度なアプローチの開発に関心を持
つ金融機関や多国籍企業のための、シナリオ分析に関す
るガイダンスを作成するとしており、2023年12月には
関連するディスカッションペーパーを公表した。
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3．ﾠ企業における対応のポイント
TNFD最終提言により、ネイチャーポジティブに向け
た企業のアプローチや開示の枠組みは定まった。しか
し、そもそもTNFD対応には、（1）科学的な専門用語や
概念をビジネス上の決定に置き換えることの難しさ、

（2）考え方が広範かつ複雑であること、（3）適切なデー
タ取得が難しいこと、といった企業実務における課題が
多い。TNFDを含めた自然関連課題への対応は、段階的
に進めていくことが望ましいといえる。まずはできると
ころから始め、徐々に開示内容を充実させていく方法
が、最終提言においても許容されている（図表4）。

【図表4】　自然関連課題への段階的アプローチ

長期戦略策定と
短期の優先施策実行

事業戦略への統合と
ポジティブ・インパクトの実現

TNFDに対応し
た開示の検討

TNFDの要求事項を
意識しない開示

多くの日本企業の現状 先進企業のレベル今後5年程度で目指す状態

CSR・広報部門が対応 事業部門の巻き込み 経営層のリーダーシップによる変革

現状（AS IS）
・既存の非財務情報開示の中
で生物多様性・気候変動等
に言及

・TNFDとの整合性に関する
開示はない

・バリューチェーンを考慮し
た自然と事業との関係性を
整理

・自然に関する重要課題を特
定・評価し、既存取組に基づ
き弱点領域の対応案を検討

・LEAPアプローチの試行
・TNFD開示要求事項に沿っ
たコンテンツの整理

Stage 1
・外部からの関心が高いテーマ
を網羅した全社方針の策定
・TNFDやSBTNに沿った中長
期目標の設定
・各事業部門を巻き込んで取組
みを検討・推進する横断的な
組織体制を構築（KPIのモニタ
リングを含む）
・優先すべき対応策の実行と適
宜開示（調達方針の改訂など）

Stage 2

Stage 3（TO BE）
・“自社が成長すればするほ
ど生物多様性が守られる”
企業になり得る戦略の検討
・外部連携や新規事業化によ
る自然関連分野のイノベー
ションを推進
・業界・国をリードし得るよ
うな施策への昇華と継続
・継続的なリスク・センシン
グによって最新動向を把握
しつつ、戦略を定期的に見
直す

以　上
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